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招集ご通知

(証券コード 3177)
(発送日)　2024年５月15日

(電子提供措置の開始日)　2024年５月９日

株　主　各　位
愛媛県今治市八町西三丁目６番30号
株 式 会 社 あ り が と う サ ー ビ ス

代表取締役社長兼会長 井 本 雅 之

【当社ウェブサイト】 https://www.arigatou-s.com/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/3177/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第25回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第25回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりま
すので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げま
す。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」「IRニュース」「2024年」
「IR資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ありがとうサービ
ス」又は「コード」に当社証券コード「3177」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情
報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認く
ださい。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権行使用紙に議案に対する賛否をご表
示いただき、2024年５月29日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送をお願い申し上げま
す。

敬　具

－ 1 －



2024/05/01 15:25:10 / 23064837_株式会社ありがとうサービス_招集通知_電子提供措置用

招集ご通知

１. 日 時 2024年５月30日（木曜日）午後１時30分
２. 場 所 愛媛県今治市旭町二丁目３番地４

今治国際ホテル　　２階真珠の間
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第25期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）事業報告、連結
計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

２. 第25期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否
の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

◎株主総会にご出席の株主様へお配りしておりましたご来場の記念品（お土産）は、取止めとさせていただい
ております。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正
前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送
りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項
の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監
査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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事業の経過および成果

事 業 報 告

（2023年３月１日から
2024年２月29日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症が５類感染

症に移行されたことに伴う外出機会の増加等を背景に、個人消費等を中心として

景気は緩やかに持ち直しつつあります。

　一方で、長期化する原材料費やエネルギーコストの高騰、記録的な円安水準、

これらによる国内での急激な物価上昇などが続いております。

　また、世界経済では、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、主要各国での金

利上昇など、国内景気に影響を与える不確定要素が多数存在しており、今後の国

内景気の見通しはまだ先行き不透明となっております。

　そのような環境の中、当社グループは、リユース事業では、新規出店を支える

体制づくりと経年劣化した既存店の改修を行いました。フードサービス事業で

は、モスバーガー店舗の改装を４店舗行いました。

　新規出店は、10月にリユース事業１店舗、地方創生事業１施設、11月にリユー

ス事業２店舗、12月にリユース事業３店舗、2月にリユース事業１店舗（バンコ

ク）を出店しました。

　この結果、当社グループの店舗数はリユース事業104店舗、フードサービス事

業29店舗、地方創生事業10施設、合計143店舗となりました。

　なお、リユース事業の「ハードオフ・オフハウス熊本帯山店」は、2023年５月

26日に発生した火災事故の影響で、105日間の休業となりました（2023年９月８

日に営業を再開しております）。当該事故に伴い焼失した資産については保険金

を受領しており、経営成績に与える影響は軽微です。

　当連結会計年度の経営成績は、売上高9,730,666千円（前期比5.9％増）、営業

利益726,548千円（同18.9％増）、経常利益825,866千円（同15.9％増）でした。

また、親会社株主に帰属する当期純利益は358,929千円（同21.4％増）となりま

した。
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事業の経過および成果

　セグメントごとの業績を示すと次のとおりであります。

【リユース事業】

　ハードオフ事業・ブックオフ事業では、ハードオフ本部・ブックオフ本部の

経営理念を現場で行動に移し、店舗運営のスタンダードを実現できる人材育成

と新規出店、海外供給センター事業では、Mottainai Worldへの視察研修な

ど、人材育成に取り組みました。

　海外事業では、日本が持つ「Mottainai（勿体無い）」の文化を世界に広げ

るべく、カンボジア王国、タイ王国に出店しております。日本が誇る美しい文

化をさらに広げるべく、タイ王国にて新規出店を行いました。

　この結果、売上高7,057,828千円（前期比6.5％増）、セグメント利益（営業

利益）1,158,415千円（同12.5％増）となりました。

【フードサービス事業】

　モスバーガー事業では、店舗改装を行い新しいお客様のニーズに対応できる

スペースづくりに取り組みました。

　新型コロナウイルス感染症の影響が大きかったアルコール類を提供する店舗

では客数の回復が顕著であり、これに対応できる体制づくりを行いました。

　この結果、売上高2,372,181千円（前期比3.7％増）、セグメント利益（営業

利益）142,796千円（同3.6％減）となりました。

【地方創生事業】

　新型コロナウイルス感染症による行動制限がなくなり、お客様にご利用頂き

易い環境が整い始めましたが、世界的な資源高騰の影響を受け、エネルギーコ

ストが増加しました。また、2024年秋、2025年、2026年の稼働を予定している

複数の施設に対し先行投資を行いました。

　この結果、売上高300,656千円（前期比11.2％増）、セグメント損失（営業

損失）167,772千円（前期はセグメント損失（営業損失）168,770千円）となり

ましたが、経常損益では行政からの支援金35,327千円を含め、経常損失95,842

千円（前期は経常損失96,785千円）となりました。
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設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は632,872千円であります。その主

なものは、新規店舗の出店、既存店舗の移転及び内外装のリニューアルでありま

す。

(3) 資金調達の状況

　当社は、金融機関からの借入れにより350,000千円の資金調達を行いました。

一方で、借入金を310,453千円返済しております。

(4) 対処すべき課題

　外部環境に関する課題は、新型コロナウイルス流行による消費者の消費行動の

変容への対応、今後も発生する可能性があるパンデミックへの備え、世界的な金

融引き締めに伴う影響の見極め、国際的な紛争が与える経済的影響への対応で

す。これらの課題に対し、従業員全員が共通認識を持ち、変化に適切な対応がで

きるよう、社内コミュニケーションの質をより向上させていきます。

【リユース事業】

　当社の強みであるリアル店舗の出店を福岡市周辺のほか、九州の人口10万人規

模の市を中心に行います。その実現を可能にするリーダーの育成と、正しい売価

ありきに基づく買い取り力の向上に努めます。

【フードサービス事業】

　収益の中心であるモスバーガー事業の改装を引き続き行います。加えて新規出

店を可能にする人的体制づくりに取り組みます。

　また、第２の収益事業として、製造小売部門の複合型店舗の出店を準備してい

きます。

【地方創生事業】

　鈍川温泉エリアのリーダー的役割を果たし、今治エリアの強力な観光資源の一

つとなるよう、行政及び地域の方々との信頼関係を大切にして協業を進めます。

2026年２月期までに、リニューアル中の施設を含め、既存施設の収益化に取り組

みます。

【経営全般】

　店舗開発力の強化と人材の確保を達成できる環境づくりを進めます。加えて、

次世代経営陣の育成とバックオフィスにおけるデジタル化への取り組みを継続し

ていきます。そして、リユース事業とフードサービス事業のリアル店舗出店を加

速させ、2025年度中の地方創生事業の全施設の完全稼働を目指します。
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財産および損益の状況

区 分
第22期

2021年２月期
第23期

2022年２月期
第24期

2023年２月期

第25期
(当連結会計年度)
2024年２月期

売 上 高(千円) 8,453,979 8,836,975 9,185,521 9,730,666

経 常 利 益(千円) 330,910 595,656 712,637 825,866

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千円) 146,436 242,735 295,618 358,929

１株当たり当期純利益 (円) 159.29 264.03 320.16 388.78

総 資 産(千円) 4,992,860 4,781,995 4,914,780 5,419,953

純 資 産(千円) 1,932,316 2,129,616 2,390,134 2,744,419

１株当たり純資産額 (円) 2,101.97 2,306.41 2,588.76 2,972.94

区 分
第22期

2021年２月期
第23期

2022年２月期
第24期

2023年２月期

第25期
(当事業年度)
2024年２月期

売 上 高(千円) 7,867,675 8,156,780 8,526,599 8,956,730

経 常 利 益(千円) 388,974 535,963 625,539 600,028

当 期 純 利 益(千円) 220,754 221,552 213,157 259,882

１株当たり当期純利益 (円) 240.14 240.99 230.86 281.50

総 資 産(千円) 4,813,679 4,606,911 4,747,628 5,052,282

純 資 産(千円) 2,010,482 2,161,098 2,277,639 2,436,071

１株当たり純資産額 (円) 2,187.00 2,340.50 2,466.92 2,638.92

(5) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は、期末発行済株式

総数により算出しております。なお、発行済株式総数につきましては、自己株式数を控除した

株式数によって算出しております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は、期末発行済株式

総数により算出しております。なお、発行済株式総数につきましては、自己株式数を控除した

株式数によって算出しております。
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所、従業員の状況

会　社　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

MOTTAINAI WORLD 
CO., LTD.

2,200,000千ﾘｴﾙ 100.0％
リユース事業の展
開

MOTTAINAI WORLD 
(THAILAND)CO.,LTD.

4,000千ﾀｲﾊﾞｰﾂ 49.0％
リユース事業の展
開

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）MOTTAINAI WORLD (THAILAND)CO.,LTD.に対する議決権比率は50％以下でありますが、実質的に

同社の意思決定機関を支配しているため、子会社としております。

(7) 主要な事業内容（2024年２月29日現在）

フランチャイズシステムによるリユース事業及びフードサービス事業の展開

オリジナル業態のフードサービス事業の開発及び展開

① リユース事業

オーディオ・楽器・パソコンリユース「ハードオフ」

家具・雑貨・衣料リユース「オフハウス」

玩具・カード・雑貨リユース「ホビーオフ」

書籍リユース「ブックオフ」

総合リユース「MOTTAINAI WORLD ECO TOWN」

② フードサービス事業

（フランチャイズ業態）

ファーストフード「モスバーガー」

ファミリーレストラン「トマト＆オニオン」

中華料理店「熱烈タンタン麺一番亭」

フレンチ・イタリアンレストラン「俺のフレンチ・イタリアン」

ステーキショップ「いきなりステーキ」・「ペッパーランチ」

ラーメン専門店「旭川味噌ラーメンばんから」
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所、従業員の状況

（オリジナル業態）

とんかつ専門店「かつれつ亭」

３世代対応和食店「馳走家とり壱」

自然食レストラン「ティア自然食堂」

惣菜・パン・洋菓子の販売「デリカ・スィーツ＆ベーカリー」

コーヒーショップ「ターミナル」

チョコレート専門店「ショコラトリー tsumugi」

洋菓子専門店「アトリエ tsumugi」「bake shop offrir」

クラフトビールの醸造販売「今治街中麦酒」

③ 地方創生事業

（温浴宿泊施設等）

「今治市鈍川せせらぎ交流館」「ユートピア宇和・游の里温泉」「クアテ

ルメ宝泉坊・宝泉坊ロッジ」「西条市本谷温泉館」「成川渓谷休養センタ

ー・高月温泉」

（生産物販売等）

「今治市玉川龍岡活性化センター」「ほわいとファーム」「ししの里せい

よ」「鬼北町ジビエ施設」

（製造小売事業）

ハム・ソーセージの製造「ハム工房古都」

(8) 主要な営業所（2024年２月29日現在）

① 本社　愛媛県今治市八町西三丁目６番30号

② 子会社

　 1. MOTTAINAI WORLD CO.,LTD. （カンボジア王国プノンペン市）

　 2. MOTTAINAI WORLD (THAILAND)CO.,LTD. （タイ王国バンコク市）
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所、従業員の状況

所 在 地 リユース事業 フードサービス事業 地方創生事業 合　計

京 都 府 － － 1 1

山 口 県 2 － － 2

香 川 県 － 2 － 2

愛 媛 県 25 20 9 54

高 知 県 － 5 － 5

福 岡 県 24 2 － 26

佐 賀 県 5 － － 5

熊 本 県 13 － － 13

大 分 県 10 － － 10

宮 崎 県 2 － － 2

鹿 児 島 県 9 － － 9

沖 縄 県 7 － － 7
カンボジア王国
プ ノ ン ペ ン 市

4 － － 4

タ イ 王 国
バ ン コ ク 市

3 － － 3

合　計 104 29 10 143

③ 店舗　所在地別の店舗数は以下のとおりであります。

従　業　員　数 前連結会計年度末比増減

259名 15名増

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

192名 ９名増 39.7歳 8.7年

(9) 従業員の状況（2024年２月29日現在）

① 企業集団の従業員の状況

（注）1. 上記従業員数は、就業人員数であります。

2. 上記従業員数には、臨時従業員数（1,463名）は含んでおりません。

② 当社の従業員の状況

（注）1. 上記従業員数は、就業人員数であります。

2. 上記従業員数には、臨時従業員数（1,463名）は含んでおりません。
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主要な借入先および借入額、その他企業集団の現況に関する重要な事項、会社の株式に関する事項

借 入 先 借 入 額 （ 千 円 ）

株 式 会 社 高 知 銀 行 302,460

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 297,460

株 式 会 社 第 四 銀 行 146,937

株 式 会 社 伊 予 銀 行 130,384

株 式 会 社 香 川 銀 行 114,000

(10) 主要な借入先及び借入額（2024年２月29日現在）

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

(1) 発行可能株式総数 3,342,400株

(2) 発行済株式の総数 953,600株

(3) 株主数 1,978名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

㈱ イ モ ト カ ン パ ニ ー 320,000株 34.66％

ありがとうサービス従業員持株会 46,688株 5.06％

井 本 雅 之 24,600株 2.66％

Ｊ Ｐ モ ル ガ ン 証 券 ㈱ 13,600株 1.47％

若 杉 精 三 郎 12,600株 1.36％

中 瀬 浩 一 11,410株 1.24％

桑 名 　 林 11,300株 1.22％

小 林 　 正 10,800株 1.17％

㈱ハードオフコーポレーション 10,000株 1.08％

川 崎 祐 子 8,800株 0.95％

２．会社の株式に関する事項（2024年２月29日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を30,468株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 10 －
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

氏 名 地 位 及 び 担 当 重要な兼職の状況

井 本 雅 之 代表取締役社長兼会長

大 橋 和 也
常務取締役
フードサービス事業本部長

立 花 　 玲
取締役
リユース事業部ＨＲ担当

二 宮 芳 雄
取締役
総務人事担当開発担当

㈱小原ハム工房　代表取締役
㈱醍醐　代表取締役

志 岐 雄 一
取締役
管理本部長

㈱小原ハム工房　監査役
㈱醍醐　監査役

田 中 庸 介 取締役
弁護士法人　田中法律事務所　
代表社員

宮 本 昌 樹 取締役

㈱温泉道場　取締役副社長執行
役員
㈱旅する温泉道場　代表取締役
社長
㈱ONDOホールディングス 取締
役副社長

冨 田 　 実 常勤監査役

中 丁 卓 也 監査役

中丁公認会計士事務所　代表
アクア・アンド・カンパニー㈱
代表取締役パートナー
かがやき監査法人　パートナー

安 永 義 昭 監査役

４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2024年２月29日現在）

（注）1. 取締役 田中 庸介氏及び宮本 昌樹氏は、社外取締役であります。

2. 監査役 中丁 卓也氏及び安永 義昭氏は、社外監査役であります。

3. 監査役 中丁 卓也氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。

4. 監査役 安永 義昭氏は、長年にわたる金融機関での経験により、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。

5. 取締役 田中 庸介、宮本 昌樹、監査役 中丁 卓也、安永 義昭の４氏は、東京証券取引所

規則に定める独立役員として同取引所に届け出ております。

－ 11 －
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

区 分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
（うち社外取締役）

68,587
（4,800)

68,587
（4,800)

－
（－)

－
（－)

７名
（２名)

監査役
（うち社外監査役）

10,875
（6,000)

10,875
（6,000)

－
（－)

－
（－)

３名
（２名)

計
（うち社外役員）

79,462
（10,800)

79,462
（10,800)

－
（－)

－
（－)

10名
（４名)

(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が負担することになる訴訟費用及び損害賠償金等の

損害を当該保険契約により填補することとしております。ただし、贈収賄などの

犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は填補対象外とすること

により、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じておりま

す。

当該保険契約の被保険者は当社のすべての取締役及び監査役であり、被保険者

は保険料を負担しておりません。

(3) 取締役及び監査役の報酬等

① 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）1. 上記報酬等の総額には、当事業年度において計上した役員退職慰労引当金繰入額11,212千

円を含めております。

2. 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人としての職務に対する給与として、12,000千円を

支給しております。

3. 当事業年度は、業績連動報酬等（賞与）を支給しておりません。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は、2006年５月31日開催の第７回定時株主総会におい

て年額300,000千円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給

与は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名です。

監査役の金銭報酬の額は、2006年５月31日開催の第７回定時株主総会におい

て年額50,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の

員数は２名です。

③ 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年５月28日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬

－ 12 －
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

等の内容に係る決定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、

報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議され

た決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うもので

あると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．基本報酬（固定報酬）＜金銭報酬＞に関する方針

当社の取締役及び監査役の役員報酬については、役員報酬規程にしたがっ

て、世間水準及び経営内容、従業員給与とのバランス等を考慮して適切な水準

を定めることを基本方針としております。

ｂ．業績連動報酬等（賞与）＜金銭報酬＞に関する方針

当社の業績連動報酬（賞与）については、会社の営業成績に応じ、役員とし

ての個々の業務執行状況の評価に対し決定しております。

ｃ．退職慰労金に関する方針

役員退職慰労金は、役員退職慰労金規程にしたがって、役位別の最終報酬

月額に役位ごとの在任期間（原則として非常勤期間を除く）と役位別係数を

乗じて算出した金額の合計額としております。

ｄ．報酬等の割合に関する方針

報酬構成の比率は当社の事業特性を勘案し、企業価値の持続的かつ永続的向

上に寄与するために最も適切な割合とすることを方針としております。

ｅ．報酬等の付与時期や条件に関する方針

・基本報酬（固定報酬）＜金銭報酬＞

当社の基本報酬は、役員報酬規程にしたがって、世間水準及び経営内容、

従業員給与とのバランス等を考慮して決定し、固定の金銭報酬として支給し

ます。

・業績連動報酬等（賞与）＜金銭報酬＞

当社の業績連動報酬（賞与）については、会社の営業成績に応じ、役員と

しての個々の業務執行状況の評価に対し決定し、一定の支給時期は定めてお

りませんが、金銭報酬として支給します。

－ 13 －
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区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 田 中 庸 介

当事業年度開催の取締役会全てに出席いたしまし

た。弁護士としての豊富な経験と専門的な見識に基

づき、取締役会では毎回、経営全般への助言を積極

的に行い、社外取締役に求められる役割・責務を十

分に発揮しております。

社 外 取 締 役 宮 本 昌 樹

当事業年度開催の取締役会全てに出席いたしまし

た。温泉・宿泊業における経営者としての豊富な経

験と幅広い見識に基づき、取締役会では毎回、当社

の地方創生事業への助言を積極的に行い、社外取締

役に求められる役割・責務を十分に発揮しておりま

す。

社 外 監 査 役 中 丁 卓 也

当事業年度開催の取締役会及び監査役会の全てに出

席し、主に公認会計士としての専門的見地からの発

言を行っております。

社 外 監 査 役 安 永 義 昭

当事業年度開催の取締役会及び監査役会の全てに出

席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま

す。

・退職慰労金

当社の退職慰労金は、役員退職慰労金規程に基づき算定し、取締役会決裁

後、株主総会において承認された額を退任時に一時金として支給します。

ｆ．報酬等の決定の委任に関する事項

該当事項はありません。

ｇ．上記のほか報酬等の決定に関する事項

該当事項はありません。

(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

　重要な取引その他の関係はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人に関する事項、業務の適正を確保するための体制等、会社の支配に関する基本方針

当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 26,250千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,250千円

５．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

ＥＹ新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的に区分できないため、こ

れらの合計金額を記載しております。

2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」

を踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬

額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報

酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項

の同意を行っております。

3. 海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国に

おけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、

取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合において、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告い

たします。

６．業務の適正を確保するための体制等

(1) 内部統制システム構築における基本方針

　当社は、会社法第362条第４項第６号に定める株式会社の業務の適正を確保す

るために必要な体制の整備について、「内部統制システム構築における基本方

針」を2015年６月12日開催の取締役会にて一部改定することを決議いたしており

ます。その概要は、下記のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

　当社に係る各種の法令及び定款その他の社内規則・規程を遵守することを

－ 15 －
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目的として、「コンプライアンス規程」及び「行動規範」を策定し、取締役

並びに使用人に周知する。取締役は他の取締役の職務執行も把握し、各組織

の管理者及び責任者の下、経営方針に基づく使用人の業務執行を推進すると

共に相互牽制を行う。監査役及び内部監査部門は内部監査を通じて、取締役

及び使用人の職務執行状況の監査を行い、コンプライアンス体制を確保す

る。

　また、「内部通報制度運用規程」に基づき、不正行為等に関する通報又は

相談等に対応するため社内及び社外に通報受付窓口を設けると共に、その通

報等を行った者に対し、当該通報を行ったことを理由として、不利な取り扱

いを行うことを禁止する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会議事録その他の取締役の職務の執行に係る電磁的記録を含む文書

については、法令の保存年限を厳守するほか、その他の文書についても各部

門において一定の基準を設け保存する。情報管理については、「ＩＴ統制規

程」及び「情報セキュリティ基本方針」を策定し、情報システムの保全及び

情報セキュリティ体制を確立する。

③ 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　損失の危機管理については、各業務部門において社内規程・マニュアル等

により、役割分担を明確にして自律的に業務を遂行する組織体制とする。ま

た、「危機管理規程」を策定し、業務執行の責任者が内在するリスクを把

握・分析・評価した上で、「危機管理委員会」において適切な対策を実施す

ると共に会社のリスクの総括的な管理を行う。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の業務執行責任者については、「組織規程」、「業務分掌規程」、

「職務権限規程」及び「稟議規程」を策定し、効果的な業務執行を行い得る

体制とする。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務遂行上の必要性から、監査役から使用人を置くことを求めら

れた場合には、監査役と協議の上合理的な範囲で配置することとする。ま

た、当該使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査役の事前

の同意を得ることにより、取締役からの独立性と実効性を確保すると共に、

他部門業務と兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事するものと

する。

⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制及びその他監査役の監査が実効的に行われていることを確

保するための体制

　取締役及び使用人は監査役に対して定期的に職務執行の状況について報告
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を行い、特に会社の重要事項については、その都度報告をする体制とする。

⑦ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関す

る事項

　監査役がその職務の執行について当社に対して費用の前払い又は償還等の

請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行

に必要でないと認められる場合を除き、速やかにこれに応じるものとする。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上必要な情報を入

手すると共に適切な意思疎通を図る。また、監査役は、内部監査部門とも適

宜情報交換を行い、必要に応じて内部監査部門に調査を求めるものとする。

(2) 財務報告基本方針

　当社は、適正な財務情報を開示し、透明かつ健全な企業経営を実践するため

に、「財務報告基本方針」を2015年６月12日開催の取締役会にて一部改定するこ

とを決議いたしております。その概要は、下記のとおりであります。

① 一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠し作成した財務報告を適時に

開示することにより、情報開示の透明性及び公平性を確保する。

② 財務報告を所管する部署の会計・財務に関する専門性を維持・向上させる

ための施策を実行する。

③ 全役職員は、財務報告に係る内部統制の役割の重要性を強く認識し、自ら

の権限と責任の範囲で、内部統制の基本的要素（統制環境、リスクの評価

と対応、統制活動、情報と伝達、モニタリング、ＩＴへの対応）の適切な

整備及び運用に努める。

④ 内部監査部門は、内部統制の状況や業務プロセス等を監視・検証し、必要

に応じて改善策を取締役会に報告する。

(3) 反社会的勢力との関係遮断の基本方針

　当社は、反社会的勢力との関係を一切遮断するために、「反社会的勢力との関

係遮断の基本方針」を2010年１月15日開催の取締役会にて決議し、下記の内容の

体制整備を規定いたしております。

① 反社会的勢力対応部署の設置

② 反社会的勢力に関する情報収集・管理体制の確立

③ 外部専門機関との連携体制の確立

④ 反社会的勢力対応マニュアルの策定

⑤ 暴力団排除条項の導入

⑥ その他、反社会的勢力を排除するために必要な体制の確立
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(4) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度において、取締役会を13回開催し、当社における経営課題の把握と

対応方針について討議し、業務の適正の確保に努めました。監査役、内部監査室

及び会計監査人は、適宜情報交換を行っており、内部統制システム全般のモニタ

リング他、内部監査計画に基づき内部監査を実施することで、改善を進めており

ます。

７．会社の支配に関する基本方針

　当社は、現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、

特に定めておりません。

　当社は、業績の更なる改善を図ることにより、企業価値の一層の向上を目指し

ております。また、積極的なＩＲ活動を推進することにより、当社の経営方針・

戦略・業績等を市場にタイムリーに伝えるよう努めてまいります。

　一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さ

ないものについては適切な対応が必要と考えており、今後の社会的な動向も見極

めつつ、慎重に検討を進めてまいります。
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連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,473,798 流 動 負 債 981,728

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

1,011,645

138,452

1,146,655

183,429

△ 6,384

2,946,154

1,638,681

920,921

11,138

71,777

275,309

165,770

193,764

34,425

1,273,047

170,252

1,893

69,001

263,093

501,479

178,211

99,612

△ 10,496
　

買 掛 金 67,469
１年内返済予定の長期借入金 276,648
リ ー ス 債 務 59,893
未 払 金 126,523
未 払 費 用 140,539
未 払 法 人 税 等 125,133
未 払 消 費 税 等 68,997
契 約 負 債 2,714
そ の 他 113,807

固 定 負 債 1,693,805
長 期 借 入 金 896,043
リ ー ス 債 務 146,510
退職給付に係る負債 26,854
役員退職慰労引当金 128,329
関係会社事業損失引当金 4,300
資 産 除 去 債 務 447,195
そ の 他 44,572

負 債 合 計 2,675,533
【 純 資 産 の 部 】

株 主 資 本 2,523,860

資 本 金 547,507

資 本 剰 余 金 63,507

利 益 剰 余 金 1,983,511

自 己 株 式 △ 70,666

その他の包括利益累計額 50,951

その他有価証券評価差額金 28,960

為替換算調整勘定 21,991

非 支 配 株 主 持 分 169,607

純 資 産 合 計 2,744,419

資 産 合 計 5,419,953 負 債 純 資 産 合 計 5,419,953

（2024年２月29日現在）
（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書

（2023年３月１日から
2024年２月29日まで）

科 目 金 額

売 上 高 9,730,666

売 上 原 価 3,399,646

売 上 総 利 益 6,331,020

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,604,472

営 業 利 益 726,548

営 業 外 収 益

不 動 産 賃 貸 料 52,285

受 取 負 担 金 35,327

補 助 金 収 入 32,545

関係会社事業損失引当金戻入額 1,527

そ の 他 39,618 161,303

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,501

不 動 産 賃 貸 原 価 49,337

そ の 他 5,145 61,984

経 常 利 益 825,866

特 別 利 益

収 用 補 償 金 23,861 23,861

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,670

減 損 損 失 218,101

店 舗 閉 鎖 損 失 6,527

固 定 資 産 圧 縮 損 12,488 238,787

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 610,941

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 184,373

法 人 税 等 調 整 額   △ 12,325 172,048

当 期 純 利 益 438,892

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 79,963

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 358,929

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2023年３月１日から
2024年２月29日まで）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 547,507 63,507 1,726,142 △ 70,275 2,266,881

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 101,560 △ 101,560

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

358,929 358,929

自 己 株 式 の 取 得 △ 390 △ 390

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

-

当 期 変 動 額 合 計 - - 257,369 △ 390 256,978

当 期 末 残 高 547,507 63,507 1,983,511 △ 70,666 2,523,860

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 28,460 13,966 42,427 80,825 2,390,134

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 101,560

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

358,929

自 己 株 式 の 取 得 △ 390

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

499 8,024 8,524 88,781 97,306

当 期 変 動 額 合 計 499 8,024 8,524 88,781 354,284

当 期 末 残 高 28,960 21,991 50,951 169,607 2,744,419

（単位：千円）

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

貸 借 対 照 表

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,112,070 流 動 負 債 930,572

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

投 資 不 動 産

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

675,056

186,764

1,088,482

7,077

115,709

41,192

△ 2,213

2,940,212

1,570,672

826,378

66,009

5,323

3,454

55,031

275,309

165,770

173,395

34,370

215

10

8,487

25,656

1,335,169

170,252

72,850

97,063

67,455

263,093

482,485

160,946

31,799

△ 10,777
　

買 掛 金 59,533

１年内返済予定の長期借入金 276,648

リ ー ス 債 務 59,893

未 払 金 126,858

未 払 費 用 129,453

未 払 法 人 税 等 95,677

未 払 消 費 税 等 68,300

前 受 金 54,577

預 り 金 33,903

前 受 収 益 8,584

資 産 除 去 債 務 6,794

契 約 負 債 2,714

そ の 他 7,633

固 定 負 債 1,685,638

長 期 借 入 金 896,043

リ ー ス 債 務 146,510

退 職 給 付 引 当 金 21,854

役員退職慰労引当金 128,329

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 4,300

資 産 除 去 債 務 446,700

長 期 未 払 金 17,770

そ の 他 24,131

負 債 合 計 2,616,211

【 純 資 産 の 部 】

株 主 資 本 2,407,111

資 本 金 547,507

資 本 剰 余 金 63,507

資 本 準 備 金 63,507

利 益 剰 余 金 1,866,762

利 益 準 備 金 94,808

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,771,953

繰 越 利 益 剰 余 金 1,771,953

自 己 株 式 △ 70,666

評 価 ・ 換 算 差 額 等 28,960

その他有価証券評価差額金 28,960

純 資 産 合 計 2,436,071

資 産 合 計 5,052,282 負 債 純 資 産 合 計 5,052,282

（2024年２月29日現在）

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損 益 計 算 書

（2023年３月１日から
2024年２月29日まで）

科 目 金 額

売 上 高 8,956,730

売 上 原 価 3,077,475

売 上 総 利 益 5,879,255

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,382,258

営 業 利 益 496,997

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,242

受 取 配 当 金 1,546

関係会社事業損失引当金戻入額 1,527

不 動 産 賃 貸 料 52,285

受 取 負 担 金 35,327

補 助 金 収 入 32,545

そ の 他 35,746 160,220

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,629

不 動 産 賃 貸 原 価 49,337

そ の 他 222 57,189

経 常 利 益 600,028

特 別 利 益

収 用 補 償 金 23,861 23,861

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,320

減 損 損 失 218,101

店 舗 閉 鎖 損 失 6,527

固 定 資 産 圧 縮 損 12,488 238,437

税 引 前 当 期 純 利 益 385,451

法人税、住民税及び事業税 134,200

法 人 税 等 調 整 額 △ 8,631 125,568

当 期 純 利 益 259,882

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

（2023年３月１日から
2024年２月29日まで）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己

株 式

株 主

資 本

合 計

資 本

準 備 金

利 益

準 備 金

そ の 他

利益剰余金
利 益

剰 余 金

合 計
繰 越

利益剰余金

当 期 首 残 高 547,507 63,507 84,652 1,623,786 1,708,439 △70,275 2,249,179

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △101,560 △101,560 △101,560

利 益 準 備 金 の 積 立 10,156 △10,156 - -

当 期 純 利 益 259,882 259,882 259,882

自 己 株 式 の 取 得 - △390 △390

株主資本以外の項目の当期

変 動 額 ( 純 額 )
- -

当 期 変 動 額 合 計 - - 10,156 148,166 158,322 △390 157,932

当 期 末 残 高 547,507 63,507 94,808 1,771,953 1,866,762 △70,666 2,407,111

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産

合 計
そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 28,460 28,460 2,277,639

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - △101,560

利 益 準 備 金 の 積 立 - -

当 期 純 利 益 - 259,882

自 己 株 式 の 取 得 - △390

株主資本以外の項目の当期

変 動 額 ( 純 額 )
499 499 499

当 期 変 動 額 合 計 499 499 158,431

当 期 末 残 高 28,960 28,960 2,436,071

（単位：千円）

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

ＥＹ新日本有限責任監査法人
高　　松　　事　　務　　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 秀 男

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 林 雅 史

独立監査人の監査報告書

２０２４年４月２６日

株式会社ありがとうサービス

取　締　役　会　　　御　中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ありがとうサービスの２０２３年
３月１日から２０２４年２月２９日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社ありがとうサービス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が
あるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並
びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任が
ある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　　上
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個別会計監査報告

ＥＹ新日本有限責任監査法人
高　　松　　事　　務　　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 秀 男

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 林 雅 史

独立監査人の監査報告書

２０２４年４月２６日

株式会社ありがとうサービス

取　締　役　会　　　御　中

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ありがとうサービス
の２０２３年３月１日から２０２４年２月２９日までの第２５期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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個別会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付
意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監査報告書
　当監査役会は、2023年３月１日から2024年２月29日までの第25期事業年度における取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお
り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の報告を受けま
した。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備される体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人であるＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人であるＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 役 冨 田 　 実 印

社 外 監 査 役 中 丁 卓 也 印

社 外 監 査 役 安 永 義 昭 印

2024年４月26日

株式会社ありがとうサービス　監査役会

　

監査役会の監査報告

－ 29 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

株　主　総　会　参　考　書　類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、株主の皆様への配当の充実を図りながら、将来の事業展開と経営体質強

化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくことを基本

方針としております。このような基本方針に基づき、当期業績の傾向及び今後の事

業環境を考慮し、以下のとおり期末配当をさせていただきたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1)配当財産の種類

金銭といたします。

(2)配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金125円　総額115,391,500円

(3)剰余金の配当が効力を生じる日

2024年５月31日

候補者
番 号

ふ り が な

氏　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

１ 再 任

 い

井
もと

本
まさ

雅
ゆき

之
（1956年１月６日生）

　

2000年10月　当社 代表取締役社長

2023年４月　当社 代表取締役社長兼会長（現任）
24,600株

【取締役候補者とした理由】
井本雅之氏を取締役候補者とした理由は、創業者として長年にわたり強いリーダーシップ
で当社の経営を指揮してきた実績から、取締役の候補者といたしました。

２ 再 任

おお

大
はし

橋
かず

和
 や

也
（1966年９月21日生）

　

2000年10月　当社 取締役営業部長

2006年５月　当社 取締役退任

2006年５月　当社 フードサービス営業部長

2018年５月　当社 取締役フードサービス事業本部長

2022年７月　当社 常務取締役フードサービス事業本部長（現任）

2,569株

【取締役候補者とした理由】
大橋和也氏を取締役候補者とした理由は、入社以降長年にわたり当社のフードサービス事
業に関与してきた実績から、取締役の候補者といたしました。

第２号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員（７名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、

社外取締役２名を含む取締役７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 30 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番 号

ふ り が な

氏　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

３ 再 任

たち

立
ばな

花
れい

玲
（1982年２月17日生）

　

2007年４月　当社入社

2020年12月　当社 リユース担当事業部長兼営業サポート室長

2021年５月　当社 取締役リユース担当事業部長兼営業サポート室長

2024年３月　当社 取締役リユース事業部ＨＲ担当（現任）

2,671株

【取締役候補者とした理由】
立花玲氏を取締役候補者とした理由は、入社以降、リユース事業を中心に当社の様々な部
署で積まれたご経験をお持ちであることから、取締役の候補者といたしました。

４ 再 任

 し

志
 き

岐
ゆう

雄
いち

一
（1961年９月29日生）

　

2001年４月　当社 取締役管理本部長

2004年４月　当社 取締役退任

2006年８月　当社入社 財務・経理部長

2018年５月　当社 取締役管理本部長（現任）

2019年４月　㈱小原ハム工房 監査役（現任）

2019年８月　㈱醍醐 監査役（現任）

620株

【取締役候補者とした理由】
志岐雄一氏を取締役候補者とした理由は、入社以降、当社の財務・経理部門を長年にわた
り管理されてきた実績から、取締役の候補者といたしました。

５ 新 任

なが

長
 の

野
ただし

正
（1968年12月20日生）

　

2006年８月　当社入社 リユース事業部

2012年９月　物流センター（現海外出荷センター筑

後）所長

2015年12月　MOTTAINAI WORLD CO.,LTD. 設立取締役

2018年１月　MOTTAINAI WORLD CO.,LTD. 代表取締役（現任）

2019年12月　MOTTAINAI WORLD (THAILAND)CO.,LTD.設立 代表取締役（現任）

-株

【取締役候補者とした理由】
長野正氏を取締役候補者とした理由は、入社以降リユース事業に関与し、物流センター事
業を立ち上げ、それを発展させた海外子会社２社の設立から運営に関与してきた実績か
ら、取締役の候補者といたしました。

６

再 任
社 外

 た

田
なか

中
よう

庸
すけ

介
（1962年５月30日生）

　

1996年４月　弁護士登録

2008年５月　当社 社外監査役

2019年９月　弁護士法人田中法律事務所　代表社員（現任）

2022年５月　当社 社外取締役（現任）

-株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
田中庸介氏を社外取締役候補者とした理由は、過去に社外役員となること以外の方法で会
社の経営に関与された経験はありませんが、同氏は弁護士の資格を有しており、法務全般
に関する相当程度の知見をお持ちです。当該知見を活かして特に法務関係について専門的
な観点から当社の業務執行に対する監督、助言等いただくことを期待したため、社外取締
役候補者としました。

－ 31 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番 号

ふ り が な

氏　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

７

再 任
社 外

みや

宮
もと

本
まさ

昌
 き

樹
（1986年５月27日生）

　

2019年６月　㈱温泉道場 取締役副社長執行役員（現任）

2020年６月　㈱旅する温泉道場 代表取締役社長（現任）

2021年５月　当社 社外取締役（現任）

2023年４月　㈱ONDOホールディングス 取締役副社長（現任）

100株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
宮本昌樹氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は温泉・宿泊業について豊富な知見を
有しており、引き続き当該知見を活かして特に当社の温泉宿泊施設の運営について専門的
な観点から当社の業務執行に対する監督、助言等をいただくことを期待したため、社外取
締役候補者としました。

（注）1.各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2.田中庸介氏及び宮本昌樹氏は、社外取締役候補者であります。

3.田中庸介氏及び宮本昌樹氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、両氏

の社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の時をもって田中庸介氏

が２年、宮本昌樹氏が３年となります。なお、田中庸介氏は、過去に当社の

社外監査役であったことがあります。

4.当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等

賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険者の訴訟費用及

び損害賠償金等の損害を当該保険契約によって塡補することとしております

（ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損

害等は除く）。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約

の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容

での更新を予定しております。

5.当社は、田中庸介氏及び宮本昌樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ており、両氏の再任が承認された場合に

は、引き続き独立役員とする予定であります。

－ 32 －
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１
再 任

とみ

冨
た

田
みのる

実
（1946年12月12日生）

　

2006年２月　当社 リユース九州エリア課長

2006年５月　当社 常勤監査役（現任）
1,600株

【監査役候補者とした理由】
冨田実氏を監査役候補者とした理由は、2006年５月から当社の常勤監査役を勤め社内の監
査業務に精通された経験と実績、また、それらを次世代に引き継ぐために常勤監査役の候
補者としました。

２ 新 任

なか

仲
 と

渡
ゆう

雄
 じ

二
（1958年５月13日生）

　

1982年４月　日本食研㈱入社

2017年４月　日本食研製造㈱ 執行役員生産本部副

本部長

2018年１月　日本食研製造㈱ 常務執行役員(生産本

部担当)

2024年４月　当社入社

－

【監査役候補者とした理由】
仲渡雄二氏は、大手食品メーカーでの生産管理の経験を有しており、かかる経験に基づく
適切な監査・監督を期待して、常勤監査役候補としました。。

３
再 任

なか

中
ちょう

丁
たく

卓
や

也
（1970年10月４日生）

　

1998年４月　公認会計士登録

2006年２月　中丁公認会計士事務所 代表（現任）

2008年９月　アクア・アンド・カンパニー㈱

代表取締役パートナー（現任）

2009年10月　当社 社外監査役（現任）

2017年５月　かがやき監査法人 パートナー（現任）

－

【社外監査役候補者とした理由】
中丁卓也氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する、幅広い知識と見
識を当社の監査体制に反映していただくため、社外監査役として選任をお願いするもので
あります。

第３号議案　監査役３名選任の件

　現任の監査役のうち、冨田実氏、中丁卓也氏の２名は、本株主総会終結の時をも

って任期満了となります。つきましては、監査体制の強化・充実を図るために１名

を増員し、監査役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

－ 33 －
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監査役選任議案

（注）1.各監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2.中丁卓也氏は、社外監査役候補者であります。

3.中丁卓也氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、同氏の監査役として

の在任期間は、本株主総会終結の時をもって14年７か月となります。

4.当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等

賠償責任保険契約を締結しており、当社監査役を含む被保険者の訴訟費用及

び損害賠償金等の損害を当該保険契約によって塡補することとしております

（ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損

害等は除く）。各候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約

の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容

での更新を予定しております。

5.当社は、中丁卓也氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ており、同氏の再任が承認された場合には、引き続き

独立役員とする予定であります。

－ 34 －
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役員退職慰労金贈呈議案

氏 名 略 歴

二 宮 芳 雄 2006年２月　当社取締役　現在に至る

第４号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

　本株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任いたします二宮芳雄

氏に対しその在任中の労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退

職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方

法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。

　本議案は、当社において予め取締役会で定められた取締役の個人別の報酬等の内

容にかかる決定方針及び社内規定に沿って、取締役会で決定しており、相当である

と判断しております。

　当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は、本招集ご通知 事業報

告 ４．会社役員に関する事項 (3)取締役及び監査役の報酬等 ③役員報酬等の内容

の決定に関する方針等 に記載のとおりであります。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

以　上

－ 35 －
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地図

株主総会会場ご案内図

会　　場　〒794－8522

愛媛県今治市旭町二丁目３番地４

今 治 国 際 ホ テ ル　２ 階 真 珠 の 間

TEL 0898-36-1111

今治湯ノ浦I.C.　→
(今治小松自動車道)

今治駅

ＧＳ

消防署

今治城

今治港

市役所

県道38号線

愛媛銀行

今治国際ホテル付近拡大図

←今治北I.C.
(しまなみ海道)

↓今治I.C.
　(しまなみ海道)

↓
松
山

↓
松
山

↑
西
条

↑
高
松

伊
予
銀
行

郵
便
局

警
察
署

百
十
四
銀
行

今
治
国
際

　
　

ホ
テ
ル

来島海峡

今治港

蒼社川

頓田川

今治市
今治市役所

今治城 伊予富田駅

伊予
桜井駅

波止浜駅

今治駅

今治湯ノ浦ＩＣ

今治ＩＣ
今治北ＩＣ

大島南ＩＣ

317 196

38

317

広　域　図
今治国際ホテル

西
瀬
戸
自
動
車
道

交通案内：〔電　車〕ＪＲ予讃線　今治駅から徒歩約10分

〔自動車〕今治小松自動車道　今治湯ノ浦Ｉ.Ｃ.から車で約20分

しまなみ海道（西瀬戸自動車道）今治Ｉ.Ｃ.から車で約15分
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